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Nagoya Customs

名古屋税関もくじ

１．経済安全保障について

２．輸出事後調査の概要

【参考資料】外為法の違反事案
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１．経済安全保障について
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名古屋税関安全保障環境の経済分野への波及等

各国は、自国の優位性を確保するために機微な技術・
データ等の獲得に向けた動きを活性化。

我が国から技術・データ等が流出した場合、大量破壊
兵器等の研究・開発に転用されるおそれや企業に対する
信用の低下、我が国企業や大学等における技術等優位性
の喪失に伴う国際的な競争力の低下にもつながりかねず、
経済的損失は大きく、国益を大きく損なう。

✓官民が連携して経済安全保障の確保
に向けた取組が不可欠

✓経済安全保障推進法が成立・公布
（令和４年５月）



経済安全保障の範囲
(イメージ)

「国家安全保障戦略」(R4.12.16)
閣議決定

経済安全保障政策を進めるための体
制を強化し、～民間と協調し、～技術
保全等の観点から～輸出管理の更な
る強化～等の措置に取り組む。

「経済安全保障に係る税関におけ
る対 応について」（財関第439号
R4.6.10） 関税局長通達

外為法において輸出が規制され
ている軍事転用のおそれのある
製品や技術等の流出につながる
不正輸出を防止

・情報分野における民間との連携
・輸出事後調査の充実

政府
【閣議決定】

税関
【関税局長通達】

※【 】内：根拠

安全保障貿易管理
(輸出)

Nagoya Customs

名古屋税関経済安全保障と税関行政
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名古屋税関税関における経済安全保障の取組み
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２．輸出事後調査の概要
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名古屋税関輸出事後調査における輸出者からの回答など①

◆輸出関係書類保存関係
①弊社は輸出などしていない。

⇒外国製品を購入（輸入）後、修理返送や返品をすることについては、輸出である
という認識がない。

②帳簿書類の保存義務について知らなかった。
⇒関税関係法令に関する認識の欠如。
（通関手続きを通関業者へ任せっきりにしているため？）

③輸出入とは全く関係のない請求書や伝票などと一緒に綴り込み
⇒通関業者への通関手数料支払いが発生する場合など、経理関係書類として処理。

④各担当者が個別に保存している、担当者によっては保存していない
書類がある、担当者が既に退職して書類の存在が不明 など
⇒社として管理することに対する認識の欠如

⑤電磁的保存に要件があることを知らなかった。
※税関HP掲載資料「帳簿書類の保存義務と電子データによる保存の概要」

⑥国際宅配便貨物に係る輸出許可通知書について、自ら国際宅配
便業者のサイトにアクセスして入手しなければいけないことを知らなかった。
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名古屋税関輸出事後調査における輸出者からの回答など②

◆輸出貿易管理令に係る該非判定関係
①該非判定とは？ 外国ユーザーリストとは？

⇒安全保障貿易管理関係法令に関する認識・知識の欠如。

②弊社の製品は大量破壊兵器に使うことができない。
⇒輸出貿易管理令での規制内容に関する認識・知識がないまま決めつけ。

③何かあれば通関業者が教えてくれるはず。
⇒通関業者（通関士）が輸出貨物の性質・性能まで確認しているか。
⇒責任は輸出者にあることの認識欠如。

④通関業者から指示された時のみ、判定書類を用意（作成）する。
⇒普段から該非判定を実施していない。

⑤通関業者から示された見本どおりに非該当証明書を作成した。
⇒非該当と判定した根拠も、その資料もない。

⑥（キャッチオール規制に係る）需要者要件確認の際、外国ユーザー
リスト掲載の別名（及び略称）での確認までは実施していなかった。
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名古屋税関関係法令①

関税法

（輸出又は輸入の許可）
第六十七条 貨物を輸出し、又は輸入しようとする者は、政令で定めるところにより、当該貨
物の品名並びに数量及び価格（～中略～）その他必要な事項を税関長に申告し、貨
物につき必要な検査を経て、その許可を受けなければならない。

（証明又は確認）
第七十条 他の法令の規定により輸出又は輸入に関して許可、承認その他の行政機関の
処分又はこれに準ずるもの（以下この項において「許可、承認等」という。）を必要とする
貨物については、輸出申告又は輸入申告の際、当該許可、承認等を受けている旨を税関
に証明しなければならない。
２ 他の法令の規定により輸出又は輸入に関して検査又は条件の具備を必要とする貨物に
ついては、第六十七条（輸出又は輸入の許可）の検査その他輸出申告又は輸入申告
に係る税関の審査の際、当該法令の規定による検査の完了又は条件の具備を税関に証
明し、その確認を受けなければならない。
３ 第一項の証明がされず、又は前項の確認を受けられない貨物については、輸出又は輸
入を許可しない。

輸出入申告関係
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名古屋税関関係法令②

関税法（関係部分抜粋）

（税関職員の権限）
第百五条 税関職員は、この法律（第十一章（犯則事件の調査及び処分）を除く。）又は
関税定率法その他関税に関する法律で政令で定めるものの規定により職務を執行するため必
要があるときは、その必要と認められる範囲内において、次に掲げる行為をすることができる。

四の二 輸出された貨物について、その輸出者、その輸出に係る通関業務を取り扱つた通関
業者、当該輸出の委託者その他の関係者（次項において「輸出者等」という。）に質問し、
当該貨物についての帳簿書類その他の物件を検査し、又は当該物件（その写しを含む。）
の提示若しくは提出を求めること

２ 税関職員は、前項第四号の二又は第六号の規定により輸出者等又は輸入者等に対して
物件の提出を求めた場合において必要があるときは、その求めに応じて当該輸出者等又は当
該輸入者等から提出された物件を留め置くことができる。

４ 第一項及び第二項の規定による質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも
のと解してはならない。

調査担当部門による事後調査関係
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名古屋税関書類の保存義務①

◆関税法

（帳簿の備付け等）
第九十四条 申告納税方式が適用される貨物（特例輸入者の特例申告貨物を除く。）を業
として輸入する者は、政令で定めるところにより、当該貨物の品名、数量及び価格その他の必
要な事項を記載した帳簿（以下「関税関係帳簿」という。）を備え付け、かつ、当該関税関
係帳簿及び当該貨物に係る取引に関して作成し又は受領した書類その他の書類で政令で定
めるもの（以下「関税関係書類」という。）を保存しなければならない。ただし、第六十八条
（輸出申告又は輸入申告に際しての提出書類）の規定により税関に提出した書類について
は、この限りでない。
２ 前項の規定は、貨物（本邦から出国する者がその出国の際に携帯して輸出する貨物及び
郵便物並びに特定輸出貨物を除く。）を業として輸出する者について準用する。

◆関税法 第九十四条の２ ⇒関税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等

◆関税法施行令 第八十三条 ⇒帳簿の記載事項、保存期間（輸入７年、輸出５年）等

など
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名古屋税関書類の保存義務②

◆関税関係帳簿

輸出の許可を受けた貨物の品名、数量、価格、仕向人の氏名又は名称、当該許可の年月
日及び許可書の番号を記載したもの （省略規定：関税法施行令第八十三条第五項）

◆関税関係書類

輸出の許可を受けた貨物の契約書、仕入書、包装明細書、 価格表、製造者又は売渡人
の作成した仕出人との間の取引についての書類その他税関長に対して当該貨物に係る輸出
の許可に関する申告の内容を明らかにすることができる書類

◆電子取引の取引情報

電子取引を行った場合の当該取引情報

※電子取引…取引情報の授受を電磁的方式により行う取引
※取引情報…貨物の取引に関して受領し、又は交付する契約書、仕入書、包装明細書、

価格表、製造者又は売渡人の作成した仕出人との間の取引についての書
類その他これらに準ずる書類に通常記載される事項
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名古屋税関輸出事後調査とは・・・

◆輸出者の事業所等を税関職員が訪問して、関係帳簿書類を確認

①輸出手続きが法令に従って適切に行われているか。
②必要な関税関係帳簿書類が法令に従って適切に保存されているか。

◆改善等すべき事項について指摘・指導

⇒適切な輸出管理体制の構築等を促進

適正かつ迅速な輸出通関の実現
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名古屋税関輸出管理とは・・・

我が国を含む国際的な平和と安全の維持のために

武器や軍事転用可能な貨物や技術が兵器等
の開発等を行っている国などに渡らないように管
理すること

※兵器等： 大量破壊兵器等（核兵器、化学・生物兵器、ミサイル）
通常兵器（銃砲、爆発物、火薬類、軍用車両等の武器）

※開発等： 開発、製造、使用、貯蔵
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名古屋税関輸出管理の枠組み・・・

先進国を中心とした国際的な枠組みで決定

我が国では、
外国為替及び外国貿易法（外為法）

で輸出等の許可が必要となるものを規定

※輸出等： 貨物の輸出及び技術の提供



図式化すると・・・

関税線(≒国境)経産省

輸出許可申請
（外為法）

輸出者
税関

輸出貨物

税関は、水際で不正輸
出を防ぐ最後の砦

需要者等

外国

輸出許可
（外為法）

輸出許可
（関税法）

水際監視
の委任
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●税関と経産省の役割分担 －税関は水際での執行を担う
Nagoya Customs

名古屋税関税関と経済産業省の役割分担

税関の役割～税関は水際での執行を担う

輸出申告
（関税法）
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名古屋税関外為法第48条～輸出貿易管理令の主な規制

◆輸出貿易管理令

別表第１ （第一条、第四条関係）

１の項～１５の項 ：リスト規制（貨物）
１６の項    ：キャッチオール規制（エンドユーザー等）

別表第２ （第二条、第四条、第十二条関係）

麻薬原料、バーゼル条約、ワシントン条約 など

別表第２の３ （第二条、第四条関係）

ロシア等向け貨物関係

◆外為法

（輸出の許可等）
第四十八条 国際的な平和及び安全の維持を妨げることとなると認められるものとして
政令で定める特定の地域を仕向地とする特定の種類の貨物の輸出をしようとする
者は、政令で定めるところにより、経済産業大臣の許可を受けなければならない。
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名古屋税関リスト規制一覧① 令和４年１２月６日時点
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名古屋税関リスト規制一覧② 令和４年１２月６日時点
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名古屋税関非該当証明書の参考様式 （経済産業省ＨＰより）



Nagoya Customs

名古屋税関該非判定書、項目別対比表の例

該非判定書（書式例）
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項目別対比表（記入例）

出典：安全保障貿易情報センター（CISTEC）ホームページ
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名古屋税関外国ユーザーリスト（最新：Ｒ５.１２.６改正 １２.１１適用）

～

●大量破壊兵器等の開発等への関与が
懸念される企業・組織を掲載したリスト

●経済産業省が作成・公表
●輸出する貨物のユーザーがこのリストに
掲載されている場合は、当該貨物の用
途と取引の態様・条件についてチェック
し、大量破壊兵器等の開発などに用い
られないことが明らかでない場合、経済
産業省への輸出許可申請が必要

※外国ユーザーリストは、毎年改正あり！！
※別名、略称にも注意が必要
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名古屋税関違反（無許可輸出）の類型

１．ハンドキャリー

故意によるもの ⇒３類型 過失によるもの ⇒４類型

２．マスキング

３．迂回輸出

１．輸出管理体制の未整備

２．該非判定誤り

３．出荷確認誤り

４．許可条件の未遵守

必要な経済産業大臣の許可を取得
せずに、外為法の規制対象貨物等
を手荷物として持ち出すもの。

外為法の規制対象貨物等にもかか
わらず、それを非該当品と偽って税関
に輸出申告し、輸出するもの。

相手国へ直接輸出することができな
い外為法の規制対象貨物等につい
て、仕向国を偽って輸出するもの。

・外為法の知識欠如
・該非判定の不適切な実施

・プログラム（ソフトウェア）に係る判定の見落とし
・他人任せ
・法令の見落とし
・参照すべき規制リストの誤り
・解釈等の誤り

・営業部門が非該当貨物の輸出を指示するも、
誤って該当貨物を出荷
・リスト規制対象技術を有するシステムを役務取
引許可を取得することなく、インターネット等を通
じ、海外の顧客に使用させた。

・許可範囲の逸脱
・個別許可条件の未履行
・許可書の失効の見落とし
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【参考資料】外為法の違反事案
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名古屋税関外為法違反事案の分析結果

◆経済産業省が毎年、ＨＰで公表

◆最新版は、2022年４月１日から2023年３月31日
までの間に処分を決定した事案を対象として分析した
結果をまとめたもの。（2024年１月公表）
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名古屋税関経済産業省公表（①処分内容別割合）
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名古屋税関経済産業省公表（②企業規模別違反割合）
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名古屋税関経済産業省公表（③違反原因分類別割合）
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名古屋税関経済産業省公表（③違反原因分類別割合（資本金別））
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名古屋税関経済産業省公表（③違反原因分類別割合（従業員数別））
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名古屋税関経済産業省公表（④違反発覚の端緒分類別割合）
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名古屋税関経済産業省公表（⑤違反仕向地域別割合）
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名古屋税関経済産業省公表（⑥違反項番別割合）
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ご清聴ありがとうございました
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